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令和７年８月４日  

 

 菊陽町長 本 孝寿 様 

 

菊陽町特別職報酬等審議会 

会長 三角 浩一 

 

   特別職の報酬等の額について（答申） 

 令和７年３月１４日付け菊陽総第１４３５号で諮問のありました特別職の報

酬等の額について、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

１ 議会議員の報酬の額 

  熊本県内市町村の「人口」や「決算額」等を調査・比較し、議員報酬の額を

審議した結果、次の額に改定することが適当である。 

 

⑴ 議 長 月額  ３６３,０００円 

⑵ 副議長 月額  ３２９,０００円 

 ⑶ 委員長 月額  ３１７,０００円 

 ⑷ 議 員 月額  ３１０,０００円 

 

２ 町長、副町長及び教育長の給料の額 

  平成１８年１月１日から続いた行財政改革による減額措置を解除し、次の

額に改定することが適当である。 

 

 ⑴ 町 長 月額  ８３０,０００円 

⑵ 副町長 月額  ６３８,０００円 

 ⑶ 教育長 月額  ５８３,０００円 

 

３ 審議経過 

  菊陽町では、世界的半導体企業が進出するなど、町を取り巻く環境が大きく

変化しており、特別職に期待される役割や責任が一段と大きくなっている。 

一方では、全国的に議員のなり手不足が課題となっており、様々な議論がな

されている。菊陽町においても、議員のなり手不足が今後課題となることが懸

念されることから、議会議員へ立候補しやすく、また、充実した議員活動を行
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っていただくための環境整備が必要である。 

当該環境整備の一環として、菊陽町議会から議員報酬の見直しについて検討

が必要であると、菊陽町特別職報酬等審議会の設置について要望があり、本審

議会が設置された。令和７年３月１４日、菊陽町特別職報酬等審議会条例第２

条の規定に基づき、本審議会は、町長から「１議会議員の報酬の額」、「２町長、

副町長及び教育長の給料の額」について諮問を受けた。 

本審議会においては、４回にわたり会議を開催し、本町における特別職の報

酬等の改定経緯、熊本県内市町村の特別職の報酬等の額や改定状況などについ

て意見を交換し、慎重に審議を行った。 

  

 第１回審議会 令和７年３月１４日 

  第２回審議会 令和７年５月１５日 

  第３回審議会 令和７年７月２日 

  第４回審議会 令和７年８月４日 

 

４ 審議内容 

 ⑴ 議会議員の報酬の額について 

   現在の議員報酬の額は、平成１０年４月１日から見直しが行われておら

ず、町長の給料（平成１０年４月１日時点）の３０％の額であり、そのまま

据え置かれている。 

   菊陽町議会が作成した「菊陽町特別職報酬等審議会に対する意見につい

て」（以下「審議会に対する意見」という。）では、「菊陽町の人口は、近隣

自治体と比較しても、既に市と肩を並べる人口規模であるといえる。」、「予

算規模も各種事業の拡大に伴い漸次増加しており、令和７年度には２００

億円を超える。」、「議会における一般質問の質問数が、令和２年度は年間で

延べ２６件（人）だったものが、令和６年度は延べ４８件（人）と倍近くに

増加しており、これは本町が取り組むべき課題が飛躍的に増加しているこ

とを如実に示している。」とし、「本町の予算規模や人口規模を踏まえれば、

近隣の町村ではなく、近隣の市と同一の基準、若しくは、今後も本町の人口

や予算規模が増加する可能性が高いことを踏まえれば、それを超える基準

について検討していただくべきと考える。」との意見であった。 

   本審議会では、町長の給料の３０％の額にはとらわれず、熊本県内市町村

における「議員報酬の額」や「人口」、「決算額」等について調査・比較を行

い議員報酬の額を検討した。 

まず、町村での比較では、「人口」は３１団体中、１番目、「決算額」は、

２番目であり、町村の中では上位に位置している。 
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次に市との比較では、県内１４市に菊陽町を加えた１５団体中、「人口」

は１０番目、「決算額」は１３番目であり、市並みの水準にあると言えるた

め、報酬額についても市並みの水準で検討することとした。 

   具体的には、「人口」、「決算額」、また、議員の調査研究やその他の活動を

支援するために交付する「政務活動費」を考慮した上で、市の中でも均衡が

とれる水準となるよう議長、副議長、委員長及び議員それぞれの報酬の額を

決定した。 

   また、全国町村議会議長会が提示している、「原価方式の算定モデル（令

和４年モデル）」（議員の活動内容を踏まえて報酬額を算出する方法）を活用

し、報酬額を算出したところ、上記の「人口」や「決算額」等に基づき算出

した額と大きな差は生じなかったことや、若い人や女性が立候補しやすく、

充実した議員活動を行っていただくために必要な報酬額を検討するという

観点からも、上記１の議員報酬の額に引き上げることは適当である。 

 

【参考】 

区分 現行額 改定後 改定差額 

議 長 月額 ３３２,０００円 ３６３,０００円 +３１,０００円 

副議長 月額 ２７３,９００円 ３２９,０００円 +５５,１００円 

委員長 月額 ２６１,５００円 ３１７,０００円 +５５,５００円 

議 員 月額 ２４９,０００円 ３１０,０００円 +６１,０００円 

 

 ⑵ 町長、副町長及び教育長の給料の額について 

   現在の町長、副町長及び教育長の給料の額は、平成１８年１月１日に行財

政改革の観点から、町長１０％、副町長７％、教育長７％が減額されており、

そのまま据え置かれている。 

   当時に比べ「人口」、「決算額」ともに増加し、社会情勢も大きく変化して

いる状況にあることから、行財政改革としての減額措置については、その役

割を果たしたと考えられる。 

よって、町長、副町長及び教育長の給料の額については、減額措置を解除

することが適当である。 
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【参考】 

区分 現行額 改定後 改定差額 

町 長 月額 ７４７,０００円 ８３０,０００円 +８３,０００円 

副町長 月額 ５９３,０００円 ６３８,０００円 +４５,０００円 

教育長 月額 ５４２,０００円 ５８３,０００円 +４１,０００円 

 

５ 附帯意見 

⑴ 議員活動について 

  「審議会に対する意見」によると、議員の活動量に大きな差が見られ、こ

のような状況は適当ではないと考えられる。 

また、議員活動については、「量」だけではなく、「質」も求められること

から、議員個々の活動の「質」と「量」について、住民が直接確認できるよ

う、活動内容を記録し、「議会だより」以外にも様々な媒体を活用した情報

発信による丁寧な周知、公表や住民との対話の場を設けるなど、日々の活動

の見える化を進めていただきたい。 

   全ての議員が積極的に活動し、報酬に見合った活動となるよう日々取り

組んでいただきたい。 

 

⑵ 政務活動費について 

議会・議員活動の活性化のためにも政務活動費を有効に活用していただ 

きたい。 

 

⑶ 期末手当の額について 

  熊本県内市町村の「人口」や「決算額」等について調査・比較を行い報酬

の額を検討した結果、県内市並みの報酬額を答申することから、県内市の多

くが採用している「特別職の職員の給与に関する法律」に準じた支給月数と

する（現時点の支給月数は３．４５月であるが、当該法律の改正に合わせて

支給月数を改定する。）ことが適当である。 

 

⑷ 今後の審議会の開催時期について 

   議員報酬の額並びに町長、副町長及び教育長の給料の額については、その

時々の社会経済情勢や一般職員の給与改定状況、民間企業における賃金の

状況等に応じて検討されることが必要であり、本審議会についても定期的

に開催することが望ましい。開催時期については、各職の任期が４年である

ことを踏まえ、任期中に１度は開催することを基本とすることが望ましい。 


